






































本論の研究範囲は 1988年 1月 13日蒋経国がなくなり、李登輝が総統に就


























































































































































































































本論文は， 1988年から 2000年にいたる李登輝政権の 12年を，主として政治過程分析と新たな
政治的アイデンティティ形成史の角度から体系的に再構成することに成功していると評価できる。
現在という時点で「李登輝政権の 12年Jを総合的に分析することは，なお資料的制約を含め研究条
件は十，分ではないが，本論文は先行諸研究や李登輝氏への直接インタヴューを含め多くの内外の資
料をふまえ，丁寧かつ詳細に政治過程を復元し，バランスのよい評価を与えた手堅い研究成果とい
えよう。
第一に，本論文全体からみて，台湾政治の民主化過程が「新台湾人アイデンティティ」の新構築
と強化を伴うことによって，中台関係に対立・緊張の激化をもたらす新たな政治的対立の構図が描
き出され， 20世紀最後の 10年を通じて，アメリカを含めた東アジア国際情勢に多大のインパクト
を与え続けている理由と根拠を提示しえたといえる。
第二に，台湾政治空間にあって，李登輝政権の「主権在民」という民主化路線は，政治権力を外
省人から本省人に取り戻すという側面が中心的内容であり，その政治過程はきわめて複雑かっ国際
的要因がからんでいるが，著者は十分に資料を読み込んだうえで実証的にその復元を行ない，行論
も説得的である。とくに李登輝氏との直接インタヴューを試みたことは同時代的政治史分析にとっ
てひとつの成果であった。
第三に，著者は海峡両岸関係としての中台間矛盾の所在を，李登輝政治路線そのものから分析す
る視点を明確に提起した。すなわち，李登輝は中華民国の国家の性格を台湾・移湖・金門・馬祖に
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限定し中国大陸と切り離したこと，換言すれば，台湾にある中華民国は大陸にその主権は行使され
ないものとして中華民国を国家として再定義したとして，著者はこの点に最大の政治的意味を与え
/ている。それは事実上の「二国論」で、あった。ここに， 1996年の第三次中台危機のひとつの， しか
し重要な原因があり，中国側は軍事的威嚇を加えることになった。著者は第三次中台危機について，
台湾政治と国際世論に関する越大な内外の資料にもとづき分析を加えている。その危機を通して李
登輝政権の本領が発揮されたとする論証過程は説得的である。
第四に，著者は李登輝政権のもとでいわゆる「黒金政治」と呼ばれる暴力と賄賂の助長と，対中
国関係における緊張の持続が台湾社会に与えた悪影響をも視野に入れており，バランスのよい政治
評価を与えていると考えられる。もちろん， r功罪」論に限定されているわけではなく，本論文の主
旨はこの 12年間に蓄積された「台湾アイデンティテイJの政治的含意とその政治的定着過程を解明
する点にあった。
そこで第五に，本論文の政治過程分析の実証的価値は， r台湾アイデンティティ」形成の解明にあ
ったとすることができる。この論点は今後台湾政治を考えるうえで，とりわけ中台関係を分析する
うえで決定的重要性をもつことになる。その意味で，本論文は「李登輝の 12年」をとりあげつつ，
21世紀の中台関係を展望するうえで不可欠の政治的分析課題を提起しえたといえよう。
このような本論文の積極的側面とならんで，以下に述べるような問題点と残された課題があるの
も事実である。
第一に，本論文全体に関わる問題として，李登輝という個人の政治的信念とその具体化過程が，
あたかも単線的・直線的かっ葛藤のない予定調和的展開としてとらえられている印象がある。それ
は，この 12年間それぞれの時点で政治家李登輝個人が，複数の選択肢のどれを主体的に選択しよう
としてきたのかを分析しえていない反映でもあり，事後的視点からその軌跡を追ったために，単線、
的・直線的にみえたと考えられる。その必然性解明とともに，アンビ、パレンスな事態への分析視野
の拡大が必要であったと思われる。
第二に，著者の台湾における新台湾人アイデンティティ形成という実証分析はきわめて有効な理
論化への可能性を秘めているにもかかわらず，現代世界政治の分析課題のひとつになっているエス
ノ・ポリティックス (ethno-politics)についての理論的接近が十分になされないままとなっている。
おそらくB.アンダーソンやEゲ、ノレナーらのナショナリズム論を以て「新台湾人アイデンティティJ
構築のもつ意味を解釈しようとしたと考えられるが，序章における課題設定と実証分析の概括との
聞になお一定の距離があるといわざるをえない。もちろん，この点は先行研究にあっても不十分な
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状況であることを考慮すれば，著者のみの問題ではないことはいうまでもない。
第三に，すでにふれた李登輝路線の中華民国再定義問題について，中華民国憲法改正上の問題と
してどのように再解釈するのか，また国際法上の問題とどのように関連しているのかについての論
及が不十分であり，それは 1999年 7月9日付李登輝発言にある「特殊な国と国との関係」をどう
評価するのかという課題でもあり，この論点はすでに黄昭元主編『両国論輿台湾国家定位~ (学林文
化事業有限公司)2000年)にも多方面からの分析がなされている。こうした分析への言及も必要で
あったと思われる。
第四に，本論文の主たる分析対象ではないにせよ，少なくとも 1947年2月28日事件への言及と
その政治的アイデンティティ形成への影響にふれるべきであり，また 2000年 5月退任後の李登輝
の政治的動向(台湾団結同盟)についても何らかの言及が必要であったと思われる。これらもおそ
らく) r李登輝の 12年」を評価するうえでのひとつの政治的前提となるであろう。
第五に，本論文の使用資料は同時代史的文献であるが，今なお未公開の一次史料が数多くあると
思われる。その意味で，新聞などの資料を使用する時，その信濃性をも含めたテクスト・クリティ
ークが不可欠で、あり，この点へのより一層の留意が求められることになる。本論文では，そうした
J点への考慮がなされていると考えられるが，今後公表する場合には最新の一次史料を選択的に使用
する必要がある。
皿.総合評価
以上，し1くつかの残された課題を列記したが，本論文の学術的評価を覆すものではなく，本論文
は今後「李登輝の 12年Jを研究するに際し必見の著作になるであろうと判断する。
上記の理由により，博士論文審査委員会は一致して，学位論文としての価値が十分にあるとの結
論に達した。
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